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囲を限定した上で、5 つのグループに分類した 14 個の項目を設け、
「人口 8 万人規模の地方の市町村に新社会人の若者を定着させるとし
たらこれらの要素はどの程度影響すると思いますか？」という質問



















少子高齢化による人口減を反映した平成 2 年（1990 年）の処置法を経て、現在の特別措置
法は平成 26 年（2014 年）に施行された対策法である [3]。このように、地方の過疎化の主
な原因は少子高齢化に加え若者の都市部への流出である [4]。
　このような状況の下で、過疎対策は様々な観点から研究され、検討されるようになった [5]。
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状況における 5 つのグループに分類した 14 個の要因を評価してもらい、主に因子分析と構
造方程式モデリング分析も用いて回答を解析する。
　なお、本稿の構成は次のとおりである。第 2 章では調査方法を紹介し、第 3 章には、分
析結果を掲げる。なお、考察は第 4 章で行う。
2.　方法
調査研究は、2018 年 6 月下旬～ 7 月末に東北地方の女子大学生と女子短期大学生を対象
に実施された。その際は、学生にアンケートの主旨、内容とデータの扱いについて説明して、
協力を依頼した。学生は自らの意思で同意した上で回答をした。
アンケート調査票は図 1 に示すとおりである。ここでは Q1 ～ Q14 の項目を 5 段階で評
価してもらっている。実際に、評価は「1 まったく影響ない」、「2 あまり影響ない」、「3 何
とも言えない」、「4 やや影響する」と「5 とても影響する」である。また、これらの項目は
次のようにグループ化されている。「就職」のグループは Q1 と Q2、「都会志向・指向」は
Q3 ～ Q5、「定住支援制度」は Q6 ～ Q9、「就学・企業支援制度」は Q10 ～ Q12、「買い物
の多種多様な選択の幅」は Q13 と Q14 により構成されている。
図 1　アンケート調査票
　回答は理系専攻の女子大学生 71 人と文系専攻の短大生 137 名の計 208 名であるが、無
効回答や不完全な回答の票が 8 票あったので、分析の対象となったのは 200 名分の回答で
ある。データの解析は、Windows10 搭載のパソコンにインストールされたマイクロソフト
社のエクセル 2016 および無償配布の統計処理ソフトＲ 3.5.1 [14] で行われた。エクセルは
主にデータの整理と集計に使用したのに対し、因子分析ではＲのパッケージ psych[15] を、
構造方程式モデリング分析ではパッケージ lavaan [16] を活用した。因子分析は主にアンケー
ト項目のグループ化の検証および構造方程式モデルの構築のために行っている。これを踏ま





最初に、図 2 に因子分析の結果を示す。ここでは 5 つの因子のモデルを導出し妥当とし
ているが、この因子数はスクリープロットおよび因子分析の評価項目により決定している。
実際に、累積寄与率を 50％以上、因子負荷量を 0.4 以上としたほか、共通性にも注意を払っ
た。また、図 2 にあるように、因子軸の回転は「バリマックス」で、因子抽出法は「最尤法」
である。結果的には、アンケートの設計時に行ったグループ化のモデルが得られたが、Q2、
Q9 と Q12 の負荷量は比較的にやや小さいことに注意されたい。
図 2　因子分析によるモデル化
図 3　因子 2 により説明される観測変数 Q1 と Q2 の集計
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　次に、回答「5 とても影響する」に着目しながら各因子の集計を行う。図 3 は因子 2 を
構成する Q1 と Q2 のグラフである。Q1（横軸最下段）と Q2（横軸 Q1 の上の段）が共に「5 
とても影響する」になっている割合は全体の 38.0% である。続いて多い組み合わせは Q1
と Q2 が共に「4 やや影響する」になっている回答であり、全体の 26.0% を占めている。
　図 4 は因子 5 を構成する Q3, Q4 と Q5（最下段から上への横軸のラベル）の複合グラフ
である。Q3, Q4 と Q5 が共に「5 とても影響する」になっている割合は全体の 22.0% で最
も多いものである。それに続いて二番目に多いのが、Q3 が「4 やや影響する」かつ Q4 と
Q5 が「5 とても影響する」の回答である、全体の 15.0% になっている。
図 4　因子 5 により説明される観測変数 Q3, Q4 と Q5 の集計
図 5　因子 3 により説明される観測変数 Q6, Q7, Q8 と Q9 の集計
因子 3 を構成する Q6, Q7, Q8 と Q9（最下段から上への横軸のラベル）の複合グラフは
図 5 に提示する。割合がもっとも高いのは Q6, Q7, Q8 と Q9 が共に「4 やや影響する」の
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回答で全体の 13.5% を占めているのに対し、Q6, Q7, Q8 と Q9 が共に「5 とても影響する」
になる割合は二番目に多く、全体の 10.5% になっている。
また、因子 3 と同様な傾向を示しているのが因子 4 を構成する Q10, Q11 と Q12（最下
段から上への横軸のラベル）の複合グラフである（図 6）。実際に Q10, Q11 と Q12 が共に「4 
やや影響する」の回答がもっとも多く全体の20.5%であり、そしてQ10, Q11とQ12が共に「5 
とても影響する」になる割合が二番目に多く、全体の 10.5% を占めている。
図 7 は因子 1 を構成する Q13 と Q14 のグラフである。Q13 と Q14（最下段から上への
横軸のラベル）が共に「5 とても影響する」になっている割合は全体の 47.5% である。次
に多い組み合わせは Q13 と Q14 が共に「4 やや影響する」の回答である、全体の 24.0% を
占めている。
図 6　因子 4 により説明される観測変数 Q10, Q11 と Q12 の集計
図 7　因子 1 により説明される観測変数 Q13 と Q14 の集計
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　ところで、構造方程式モデリング分析で得られたモデルは図 8 に示すが、Q1 ～ Q14 の
観測変数は省略されている。また、モデルの妥当性はこの分析方法で用いられている一般的
な指標および修正の下で検証している。モデルの構造は、図 8 にあるように因子 3 と因子
1 の二つの目的変数（従属変数）および因子 2、因子 4 と因子 5 の三つの説明変数（独立変
数）により構成さている。したがって、方程式で表すと、因子 3 = 0.26 × 因子 2 + 0.76 × 
因子 4、因子 4 = 0.57 × 因子 2、そして因子 1 = 0.63 × 因子 5 の関係が成り立つ。なお、





分かる。観測変数「Q1. 職種に関係なく働く場所がある」（因子負荷量 0.98）と「Q2. 安定
した職に就くことができる」（因子負荷量 0.42）より共通因子 2「就職」によって説明できる。
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ている。これは、1 年生および 2 年生の女子学生が現在最も望んでおりかつ求めている要素
を表していると推察できる
　最後に図 8 の構造方程式モデリング分析により得られたモデルにおいては、共通因子 3「定
住支援制度」は共通因子 4「就学・企業支援制度」と共通因子 2「就職」により説明できるので、
若者のための安定した働き口の確保と供給、つまり地方において安心して働ける企業および
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